
地方公会計財務書類（概要版）

統一的な基準

一般会計等 全体 連結

金額 金額 金額
金額 割合 金額 割合 金額 割合 金額 割合 金額 割合 金額 割合 前年度末純資産残高 28,569,592 30,612,419 31,876,283 

1.固定資産 33,072,642 92.6% 36,413,781 92.6% 39,682,246 93.0% 1.固定負債 6,865,783 19.2% 8,957,461 22.8% 11,046,868 25.9% 1.純行政コスト 7,609,168△ 10,651,018△ 12,545,735△ 
（1）有形固定資産 30,620,504 85.7% 33,766,860 85.9% 36,202,513 84.8% 　　　（1）地方債 5,984,007 16.8% 6,862,782 17.5% 8,356,798 19.6% 2.財源 6,738,882 9,759,914 11,559,895 
　　　事業用資産 9,714,461 27.2% 9,714,461 24.7% 12,044,533 28.2% 　　　（2）長期未払金 - - - - - - 　　　（1）税収等 5,016,964 6,123,789 6,995,981 
　　　インフラ資産 20,642,245 57.8% 22,587,131 57.5% 22,651,516 53.1% 　　　（3）退職手当引当金 881,776 2.5% 881,776 2.2% 882,493 2.1% 　　　（2）国県等補助金 1,721,917 3,636,125 4,563,914 
　　　物品 263,798 0.7% 1,465,268 3.7% 1,506,464 3.5% 　　　（4）損失補償等引当金 - - - - - - 　本年度差額 870,287△ 891,104△ 985,840△ 
（2）無形固定資産 134,490 0.4% 144,533 0.4% 144,606 0.3% 　　　（5）その他 - - 1,212,903 3.1% 1,807,577 4.2% 固定資産の変動（内部変動） - - - 
（3）投資その他の資産 2,317,647 6.5% 2,502,388 6.4% 3,335,126 7.8% 資産評価差額 - - - 
      投資及び出資金 179,254 0.5% 179,254 0.5% 41,626 0.1% 2.流動負債 1,158,270 3.2% 1,297,692 3.3% 1,432,669 3.4% 無償所管換等 1,301△ 514,326 511,154 
      投資損失引当金 9,106△ △0.0% 9,106△ △0.0% - - 　　　（1）1年内償還予定地方債 1,043,856 2.9% 1,137,821 2.9% 1,227,103 2.9% 他団体出資等分の増加 - - 
      長期延滞債権 29,956 0.1% 41,406 0.1% 41,836 0.1% 　　　（2）未払金 - - 23,283 0.1% 44,074 0.1% 他団体出資等分の減少 - - 
      長期貸付金 900 0.0% 900 0.0% 900 0.0% 　　　（3）未払費用 - - - - 6,159 0.0% 比例連結割合変更に伴う差額 - 5,122△ 
      基金 2,117,383 5.9% 2,291,418 5.8% 3,252,250 7.6% 　　　（4）前受金 - - - - - - その他 - 1,187,461△ 1,187,461△ 
      その他 - - - - - - 　　　（5）前受収益 - - - - - - 　本年度純資産変動額 871,588△ 1,564,239△ 1,667,269△ 
      徴収不能引当金 740△ △0.0% 1,486△ △0.0% 1,486△ △0.0% 　　　（6）賞与等引当金 88,967 0.2% 95,571 0.2% 111,427 0.3% 本年度末純資産残高 27,698,004 29,048,179 30,209,014 

2.流動資産 2,649,416 7.4% 2,889,552 7.4% 3,004,347 7.0% 　　　（7）預り金 25,447 0.1% 25,447 0.1% 28,337 0.1%
（1）現金預金 471,206 1.3% 648,067 1.6% 748,611 1.8% 　　　（8）その他 - - 15,570 0.0% 15,570 0.0%
（2）未収金 8,658 0.0% 73,022 0.2% 83,810 0.2%
（3）短期貸付金 360 0.0% 360 0.0% 360 0.0% 　負債の部合計 8,024,054 22.5% 10,255,153 26.1% 12,479,537 29.2%
（4）基金 2,169,846 6.1% 2,169,846 5.5% 2,169,846 5.1% （1）固定資産等形成分 35,242,848 38,583,987 41,852,452 
（5）棚卸資産 - - - - 2,974 0.0% （2）余剰分（不足分） 7,544,844△ 9,535,807△ 11,644,302△ 
（6）その他 - - - - 490 0.0% （3）他団体出資等分 - 865 
（7）徴収不能引当金 654△ △0.0% 1,744△ △0.0% 1,744△ △0.0%

3.繰延資産 - - - 1,958 0.0% 　純資産の部合計 27,698,004 77.5% 29,048,179 73.9% 30,209,014 70.8%
　資産の部合計 35,722,058 100.0% 39,303,332 100.0% 42,688,551 100.0% 　負債及び純資産の部合計 35,722,058 100.0% 39,303,332 100.0% 42,688,551 100.0%

※資産合計額に対する金融資産の割合 13.9% 13.7% 14.9%
（「1.固定資産（3）投資その他の資産」+「2.流動資産」）/資産の部合計

一般会計等 全体 連結
金額 金額 金額

1.業務活動収支 792,506 900,475 936,329 
　　業務支出 5,612,472 8,602,151 10,549,141 
　　　内、支払利息支出 19,489 31,472 41,131 
　　業務収入 6,548,724 9,650,935 11,666,239 
　　臨時支出 321,761 326,324 358,784 
　　臨時収入 178,015 178,015 178,015 
2.投資活動収支 577,625△ 849,151△ 856,780△ 
　　投資活動支出 1,150,486 1,483,254 1,512,936 
　　　内、基金積立金支出 366,503 396,546 405,705 

金額 割合 金額 割合 金額 割合 　　投資活動収入 572,861 634,103 656,156 
経常費用 7,465,285 100.0% 10,682,655 100.0% 12,782,418 100.0% 　　　内、基金取崩収入 366,039 374,839 381,747 
1.業務費用 4,401,095 59.0% 5,039,329 47.2% 5,759,786 45.1% 業務・投資活動収支 234,834 104,503 144,637 
　　　（1）人件費 1,294,159 17.3% 1,347,656 12.6% 1,637,334 12.8% 3.財務活動収支 275,800△ 106,345△ 146,751△ 
　　　（2）物件費等 3,025,937 40.5% 3,528,502 33.0% 3,919,696 30.7% 　　財務活動支出 1,070,808 1,195,753 1,265,178 
          内、減価償却費 1,780,098 23.8% 1,991,487 18.6% 2,136,800 16.7% 　　財務活動収入 795,008 1,089,408 1,118,427 
　　　（3）その他の業務費用 80,998 1.1% 163,171 1.5% 202,756 1.6% 本年度資金収支額 60,918△ 55,021△ 67,202△ 
2.移転費用 3,064,190 41.0% 5,643,327 52.8% 7,022,632 54.9% 前年度末資金残高 506,677 677,641 794,797 
　　　（1）補助金等 1,882,712 25.2% 4,935,758 46.2% 6,212,508 48.6% 比例連結割合変更に伴う差額 - 4,439△ 
　　　（2）社会保障給付 670,820 9.0% 670,820 6.3% 670,820 5.2% 本年度末資金残高 445,758 622,620 723,157 
　　　（3）他会計への繰出金 473,910 6.3% - - - - 本年度末歳計外現金高 25,447 25,447 25,454 
　　　（4）その他 36,748 0.5% 36,748 0.3% 139,303 1.1% 本年度末現金預金残高 471,206 648,067 748,611 
経常収益 196,272 2.6% 376,356 3.5% 611,670 4.8%
1.使用料及び手数料 68,634 219,315 246,954 
2.その他 127,638 157,041 364,716 
純経常行政コスト 7,269,013 10,306,299 12,170,748 
臨時損失 342,014 346,577 376,888 
臨時利益 1,858 1,858 1,901 
純行政コスト 7,609,168 10,651,018 12,545,735 

※表示金額は千円単位となっており、四捨五入のため合計金額に齟齬が生じる場合があります。

資金収支計算書は、単年度の資金の収支を表し、１年間の資金の増減を業務活動収
支・投資活動収支・財務活動収支の３区分に分け、どのような活動に資金が必要で
あったかを表しています。また、本年度末現金預金残高は、貸借対照表の流動資産の
現金預金と一致します。
業務活動収支は、日常の行政サービスを行う上での収入と支出を表しています。投資
活動収支は、主に固定資産形成に関する収入と支出を表し、財務活動収支は、地方
債等の借入や元金償還に関する収入と支出を表しています。

純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産が１年間でどのような要因で増減したか
を表すもので、本年度末純資産残高は貸借対照表の純資産合計と一致します。

資金収支計算書

貸借対照表は、年度末日現在でどれだけの資産や負債があるのかを把握できます。
左側の「資産」は、保有する資産の内容や金額が記載されます。
右側の「負債」及び「純資産」は、「資産」を形成するためにどのような財源措置を実施してきたかを表しています。
「負債」は、今後負担すべき債務であることから、将来世代に対しての負担ととらえることができます。また、「純資産」は、今後負担する必要性のない資産を表しており、言い換えれば、これまで
の世代や現在の世代または国・県が負担した分となります。

勘定科目

行政コスト計算書

勘定科目
一般会計等 全体 連結

行政コスト計算書は、民間企業の損益計算書にあたるもので、行政運営にかかったコスト
のうち、人的サービスや給付サービスなど資産形成につながらない行政サービスに要した
ものを表しています。また、実際に現金の支出を伴うサービスのほかに、減価償却費や退
職手当引当金繰入額などの現金支出を伴わないものを含んで表しています。さらに、その
行政サービスの提供に対する直接の対価である使用料や手数料といった受益者負担がど
の程度あったかを把握することもできます。

連結

美里町 令和6年度 単位（千円）

貸借対照表 純資産変動計算書
資産の部 負債及び純資産の部

勘定科目

勘定科目
一般会計等 全体 連結

勘定科目
一般会計等 全体


